
別記 

第１号様式（第２条関係） 

 

年  月  日 

 

（あて先）八戸市長 

申請者  

所在地（住所） 

事務（業）所名 

代表者職氏名（氏名） 

                     
法人（個人）番号 
（個人番号を記載する場合には、左側を１文字空けて記載すること。） 

             

 

固定資産税課税免除申請書 

 

 八戸市過疎対策のための固定資産税の特別措置に関する条例第４条第１項の規定により、下記の

とおり申請します。 
 

記 

 

税  目 年度固定資産税（     年取得） 

課税免除適用

年 度 区 分 
第１年度 ・ 第２年度 ・ 第３年度   （ 新規・継続 ） 

課 税 免 除 

対 象 家 屋 等 

所 在 地  

名  称  

事 業 年 度 年  月  日 ～   年  月  日（決算期  月） 

事 業 の 用 に 供 し た 日 年  月  日 

事 業 内 容 （ 業 種 ）  

課 税 免 除 を 

受 け よ う と 

す る 固 定 資 

産 の 概 要 

区  分 取 得 価 額（円） 摘   要 

土  地   

家  屋   

償 却 資 産   

合  計   

償却資産のうち租税特別措置法第12条第４項又は 

第45条第３項の規定の適用を受けるものの有無 
有 ・ 無 

備 考  

※添付書類 

１.課税免除を受けようとする固定資産の明細書 ２.所得税法又は法人税法の規定による確定申告書の写し（減価償

却資産の明細に係る関係書類を含む。） ３.特別償却不適用の理由書（特別償却を行っていない場合） ４.配置図 

５.平面図（家屋の場合） ６.敷地である土地の位置図 ７.課税免除を受けようとする固定資産の取得日、事業の

用に供した日、取得価額、耐用年数等を証明する書類の写し（資産台帳、売買契約書、工事請負契約書等） ８.登

記事項証明書（法人に係るもの、課税免除を受けようとする土地・家屋に係るもの） ９.営業の許可を証明する書

類の写し（旅館業の場合） 10.事業内容を示す書類（事業計画書等） 11.市が発行する産業振興機械等の取得等に

係る確認書の写し 12.その他市長が必要と認める書類  




